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事業事前評価表 

国際協力機構 社会基盤部 

運輸交通グループ 第二チーム 

 

１．案件名（国名）                                                

 国名： ブータン王国（ブータン）    

 案件名： ドローン利活用環境整備プロジェクト 

 Project for Development of Drone Usage Environment 

２．事業の背景と必要性                                     

（１）当該国における遠隔地域の開発の現状・課題及び本事業の位置付け 

 ブータンは国土 38,394km2（九州と同程度）、人口約 79万人（2023年、熊本

市と同程度）の山岳国であり、国内の標高が 200m から 7,000m まで変化する

急峻な地形に小規模集落が散在していることから、交通や通信等の基礎的なイ

ンフラ整備に係るコストは高い一方、裨益人口は少なく、効率的な公共投資が求

められている。上記の地形的制約及び道路整備・維持管理（特に斜面災害時の復

旧）にかかる費用対効果等を鑑みると、全集落に対して道路整備を行うことは容

易ではなく、現在も道路のない遠隔地域への日用品配送は、徒歩、馬、ヤク等に

より時間をかけて運搬することが一般的である等、遠隔地への物理的アクセス

については課題を抱えている。 

 また、このような地理的状況から人口規模や市場規模が小さいブータンは、投

資やビジネスの機会も限定的であり、企業成長は容易ではなく、雇用機会を求め

て労働人口の地方部から都市部への流入が加速している。一方で、特にコロナ後

に若年層失業率は 2019 年 11.9％から 2021 年 20.9%（ブータン国家統計局、

2021年）と急激に拡大しており、魅力ある雇用機会や生産性・収益性の高い雇

用機会の提供が課題とされている。 

 ブータン政府は、このような社会課題の解決策としてデジタル技術の活用を

推進しており、第 12次 5カ年計画（2018年～2023年）の NKRA(National Key 

Result Area)では ICT を活用した物流改革を目指すとした他、第 13 次 5 カ年計

画（2024年～2029年）においては、戦略目的の柱である経済開発としてデジタ

ル技術を用いた発展を掲げている。特にドローンは、道路や鉄道等の大規模なイ

ンフラを整備することなく効率的に物流網を構築できること、測量や農業での

活用等を含めたドローン産業の発展による雇用の促進、外国資本・技術の流入・

移転による産業活性化などに資する可能性があること、環境負荷が少ないこと

等から、高い期待が寄せられており、2019年に策定された「全国総合開発計画

2030」では開発アプローチとしてドローンの活用によるインフラの維持管理や

遠隔向け貨物輸送、農業の作業効率化が提案される等、ブータン政府はドローン
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の利活用促進に注力している。 

 他方で、ブータンではドローンの利活用に関する適切な規制・制度が構築・運

用されていないため、安全性等の観点から現在ドローンを用いた活動はインフ

ラ運輸省下のブータン民間航空局（Bhutan Civil Aviation Authority、以下「BCAA」）

により厳しく制限されており、政府や政府系企業による動画・写真撮影、測量、

医療物資の輸送、送電網の点検、農薬散布等の一部の活動を除き、民間企業のド

ローンの飛行に対して BCAA から許可が出された事例はなく、ドローン利活用

は限定的な事業への応用に留まっている。加えて、他国においても物流へのドロ

ーン活用を民間企業が実現した事例は少なく、野心的な取り組みである。ブータ

ン政府はこの状況を改善し、物流への活用も含め、更なるドローン利活用を進め

るべく、国家としてのドローン利活用にかかる方針を示した国家ドローン戦略

（National Drone Strategy、以下「NDS」）を 2024 年 12 月に策定済みである。 

 本事業は、ブータンにおいて、ドローン飛行に係る規制・制度案の作成、NDS

案の策定、ドローン関連人材の育成、地図上での飛行制限・禁止区域の確認・ド

ローン機体登録・ドローン飛行申請を行うためのシステムの試行、及びドローン

飛行に係る実証実験（以下、「POC」）等のドローン飛行環境基盤の整備支援を行

うことにより、同国におけるドローン利活用環境の整備を図り、もって同国にお

けるドローンの利活用促進に資するものであり、実施の意義は高い。 

 

(２)当該国に対する我が国及び JICAの協力方針等と本事業の位置付け、課題別事

業戦略における本事業の位置づけ 

 対ブータン王国国別開発協力方針（2023年 1月）では、農村と都市のバラン

スの取れた自立的かつ持続可能な国づくりの支援が基本方針とされており、持

続可能な経済成長のための、経済社会基盤の整備、産業振興・経済の多様化に向

けた支援を重点分野としている他、JICA国別分析ペーパー（2023年 3月）にお

いては、今後の協力の方向性として「産業振興プログラム」の中で、デジタル化・

イノベーション促進、データ利活用を後押しする協力に加え、これに対応できる

高度な人材育成を通じた知識集約産業の育成に取り組むことが検討されている。

さらに、同国のパリ協定に基づく「自国が決定する貢献（NDC）」においては、

本事業の支援対象であるドローンを活用した経済活動は明示的に除外されてい

ないことから、本事業は NDCとも矛盾がないものである。また、持続可能な開

発目標（Sustainable Development Goals：SDGs）においては、ゴール 9「強靭

なインフラの構築、包摂的で持続可能な工業化の促進とイノベーションの育成」

に貢献するとともに、ゴール 8「持続的、包摂的で持続可能な経済成長と、万人

の生産的な雇用と働きがいのある仕事の促進」、ゴール 11「包摂的、安全、強靭

で、持続可能な都市と人間住居の構築」の達成にも寄与する。加えて、JICAグ
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ローバルアジェンダ「運輸交通」においては、運輸インフラの整備や持続可能な

維持管理、安全の確保に取り組むことにより、すべての人が安全で自由に移動で

きるようになり、必要なモノがあまねく世界にいきわたる社会を目指すとして

おり、本事業はブータン国内のドローン利活用環境の整備を図ることで、同国に

おけるドローンの利活用促進に資するものであり、これらの方針と合致するも

のである。 

 

（３）他の援助機関の対応  

 世界銀行（世銀）は「強靭性向上のためのリスク情報強化プロジェクト」（2021

年）にてドローンを用いて地すべり頻発地帯の詳細な調査を実施している他、世

界自然保護基金（WWF）は「南西ブータンにおける高保護価値プロジェクト」

（2022年）の一環として、高保護価値地域の調査と地図の作成、及び同地図を

活用した土地利用に関するゾーニングを目的にドローンを供与している。また、

国連世界食糧計画（WFP）は防災分野におけるドローン活用について短期の講

習会を開催している。 

３． 事業概要                                                

（１）事業目的： 

本事業は、ブータンにおいて、ドローン飛行に係る規制・制度案の作成、NDS

案の策定、ドローン関連人材の育成、地図上での飛行制限・禁止区域の確認・ド

ローン機体登録・ドローン飛行申請を行うためのシステムの試行、及びドローン

飛行に係る POC等のドローン飛行環境基盤の整備支援を行うことにより、同国

におけるドローン利活用環境の整備を図り、もって同国におけるドローンの利

活用促進に寄与するもの。 

 

（２）プロジェクトサイト／対象地域名：ブータン国全域 

 

（３）本事業の受益者（ターゲットグループ）  

直接受益者： 

① ブータンにおけるドローン利活用に係る方針策定、規制整備・運用を行う

インフラ運輸省（Ministry of Infrastructure and Transport、以下「MoIT」）

航空運輸局（Department of Air Transport、以下「DoAT」）職員 

② ブータンにおけるドローン飛行申請を受理する BCAA職員 

③ ドローン飛行に係る POCを実施する各種政府関係機関 

最終受益者： 

① ブータン国民（約 79万人） 

② ブータンにおいて業務にドローン活用を想定する国内外の民間企業 



 

 4 

 

（４）総事業費（日本側）：約 2.6億円 

 

（５）事業実施期間：2025年 6月～2027年 8月を予定（計 27か月） 

 

（６）事業実施体制 

① インフラ運輸省航空運輸局（MoIT、DoAT）：インフラ運輸省下の部局で

あり、ブータン国内空港における空港管理、交通管制等を行う。本事業で

はドローン利活用に係る方針策定、規制整備・運用等を担当。 

② インフラ運輸省ブータン民間航空局（MoIT、BCAA）：インフラ運輸省下

の部局であり、ブータンにおける航空法・規制の監視を行う。本事業では

ドローン飛行申請の受理等を担当。 

 

（７）投入（インプット） 

日本側の投入 

① 専門家派遣：短期専門家（合計約 45M/M） 

1. 総括 

2. ドローン産業戦略 

3. ドローン認証制度（機体） 

4. ドローン認証制度（パイロット） 

5. ドローン規制制度（飛行空間） 

6. ドローン規制制度（飛行方法） 

② 研修員受け入れ：本邦もしくは第三国研修（ドローン規制・認証制度） 

③ 機材供与：初回 POCで使用するドローン 

 

ブータン国側の投入 

① カウンターパートの配置  

② 事業オフィスの提供 

③ 事業実施に必要なデータの提供 

④ 2回目以降の POCの実施にかかる費用の負担 

⑤ 事業実施のためのサービスや施設、現地経費の提供 

⑥ カウンターパート職員の国内出張及び日当の提供 

 

（８）他事業、他開発協力機関等との連携・役割分担 

１）我が国の援助活動 

 円借款「経済復興・強靭性向上のための開発政策借款」（2023年 5月）にて、
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ブータンに対して財政支援を行うにあたり、同事業の指標として「国家ドローン

戦略（NDS）の策定と公表」を行うことを目標に掲げている。本事業ではブータ

ン政府が公表したNDSをドローンに関する専門的知見からレビューすることに

より、ブータン政府の目指すドローン利活用方針をさらに実態に即した実現可

能なものとして改定する。 

 さらに、基礎情報収集・確認調査「ドローン運行管理（Unmanned Aircraft 

System Traffic Management、以下「UTM」）システム導入に向けた情報収集・確

認調査」（2024年 10月）にて、位置情報処理に必要な地図データや気象データ

の分析、また特に位置情報処理を中心としたプロトタイプ版の UTMシステムの

導入し、POC を実施している。同システムはドローンの運行状況を地図上でリ

アルタイムに確認するための機能に活用される。さらに並行して基礎情報収集・

確認調査「ドローン産業育成にかかる情報収集・確認調査」（2024年 12月）に

て、ブータンに進出可能性のある企業、今後必要となるインフラ等にかかる情報

の収集を実施しており、これらの調査結果を活用することで、本事業においてブ

ータンにおける将来的なドローン利活用方針をより総合的に分析・検討し、実態

に則したドローン安全規制案を策定することができる。 

 なお、UTM システムとは、ドローンの飛行計画、運航者の登録管理、飛行ロ

グの記録等のドローンの運行管理に関する機能を集約し、総合的に運航管理を

支援するためのシステムやプラットフォームを指すものであり、本事業で試行

を行う地図上での飛行制限・禁止区域の確認、ドローン機体登録、ドローン飛行

申請システムも UTMシステムの機能の一部と整理される。 

 

２）他の開発協力機関等の活動 

ブータンのドローン関連企業である Aero-TECH Bhutan 社は上記 UTM に係

る基礎情報収集・確認調査を受託しており、ブータンでのドローン利活用推進の

主要なアクターとなる可能性がある。また、ブータン国営企業である Druk 

Holding and Investments (DHI) InnoTech社は、シンガポールのドローン関連企

業である Garuda Robotics 社と協力関係にあり、これまで送電線の点検にかか

る POCを成功させていることから、協働の可能性がある。その他、中国等の企

業がブータン国内でドローン関連ビジネスの展開を模索している。 

 

（９）環境社会配慮・横断的事項・ジェンダー分類 

１） 環境社会配慮  

① カテゴリ分類：C 

② カテゴリ分類の根拠：本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」

上、環境への望ましくない影響は最小限であると判断されるため。 
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２） 横断的事項：特になし。 

 

３） ジェンダー分類： 

【対象外】「（GI）ジェンダー主流化ニーズ調査・分析案件」 

＜活動内容/分類理由＞詳細計画策定調査時に本事業におけるジェンダー主流化

のニーズや政策を確認したが、具体的な指標を含んだジェンダー主流化に資す

る取組みを実施するに至らなかったため。 

 

（１０）その他特記事項： 特になし 

４．事業の枠組み                                           

（１）上位目標：ブータンにおけるドローンの利活用が促進される。 

指標及び目標値：ブータンの公的・民間セクターにおいてドローン飛行が

年間 XX件以上実施される。（活動 1-1、1-2、3-1、3-2、4-1等に関連した

ベースライン調査にて精査の上、実施想定件数を決定する。）策定された

ドローン安全規制が承認・運用される。 

 

（２）プロジェクト目標：ドローン利活用環境が整備される。 

指標及び目標値：ドローン安全規制案、NDSの改定案、特定の分野におけ

るドローン利活用時のガイドライン案、ドローン飛行に係る POC 実施時の標

準手順書が作成される。地図上での飛行制限・禁止区域の確認、ドローン機

体登録、ドローン飛行申請を行うためのシステムが試行される。 

 

（３）成果 

成果１：NDSがレビュー、改定案が策定される。 

成果２： 特定の分野におけるドローンに関連した POCが実施される。 

成果３：ドローン安全規制案が策定される。 

成果４：ドローンの安全な運用にかかる基礎的なシステムが試行される。 

 

（４）主な活動： 

1-1： ブータンにおけるドローン利活用状況に係る現状整理を行う。 

1-2： 他国におけるドローン利活用状況に係る現状整理を行う。 

1-3： ブータンにおいてドローン利活用に優位性のある分野を特定する。 

1-4： NDSの改定案を作成する。 

 

2-1： POCの実施方法に関する標準手順書を策定する。 
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2-2： POCを実施する分野を選定する。 

2-3： POC実施に必要なドローンを調達する。  

2-4： POCを実施する。 

2-5： POC を実施した分野におけるドローン利活用ガイドライン案を策

定する。 

 

3-1： ブータンにおける現状のドローン安全規制を分析する。 

3-2： 他国におけるドローン安全規制の運用状況を分析する。 

3-3： ドローン型式認証に係る規制案を策定する。 

3-4： ドローン機体登録に係る規制案を策定する。 

3-5： ドローン操縦者認証及び訓練にかかる規制案を策定する。 

3-6： ドローンの飛行空間にかかる規制案を策定する。 

3-7： ドローンの飛行運用にかかる規制案を策定する。 

※3-1～7について、規制案の運用方法に係る能力開発を含む。 

 

4-1： 関係政府機関から飛行制限・禁止区域のデータ収集の調整を行う。 

4-2： ドローン利用者が地図上で飛行制限・禁止区域確認するためのシス

テムを試行する。 

4-3： ドローンの機体登録および飛行許可申請を行うシステムを試行す

る。 

4-4： ドローンの運行状況を地図上でリアルタイムに確認するシステム

の導入に関する経済的合理性（必要性と効果）について分析する。 

５．前提条件・外部条件                                       

（１）前提条件：ブータンにおいて NDSが策定されている。POC実施予定地域

の住民がプロジェクトを受け入れる。 

（２）外部条件：特になし 

６． 過去の類似案件の教訓と本事業への適用                          

 モンゴル国向けビジネス化実証事業「モンゴル国ドローン活用による医療品

の配送網構築のためのビジネス化実証事業」（2023年）は、急激な都市化により

渋滞が常態化した同国において、既存の都市物流網に空路を組み込み、医療分野

における物資の供給環境の改善、効率性向上を目指す事業である。同事業を提案

した本邦企業は、現地にドローン関連の法律が十分整備されていないことから、

一般的な航空法に基づき商用に特化した飛行許可を取得する必要があったもの

の、現地政府に商業ライセンス発行実績が無く、また政府として安全保障の観点

から外国事業者のライセンス取得に慎重姿勢を見せたことが事業実施の課題と

なっていたが、現地業務提携企業による商用ライセンス取得を支援することに
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より、事業実施を実現している。 

 本事業においても、現地のドローン関連法の整備は不十分であるところ、ドロ

ーン飛行に係る POC を実施する際に同様の問題が発生しないように、POC の

実施方法に関する標準手順書の策定を含め、POC 実施前に十分な調整・準備を

行うことを事業計画に反映させている。 

７． 評価結果                                                

 本事業は、ブータンの開発課題・開発政策並びに我が国及び JICAの協力方針・

分析に合致し、同国におけるドローン利活用環境の整備を通じて、同国における

ドローンの利活用促進に寄与するものであり、SDGsゴール 9「強靭なインフラ

の構築、包摂的で持続可能な工業化の促進とイノベーションの育成」、ゴール 8

「持続的、包摂的で持続可能な経済成長と、万人の生産的な雇用と働きがいのあ

る仕事の促進」、ゴール 11「包摂的、安全、強靭で、持続可能な都市と人間住居

の構築」に貢献すると考えられることから、事業の実施を支援する必要は高い。 

８．今後の評価計画                                           

（１）今後の評価に用いる主な指標： 

４．のとおり。 

（２）今後の評価スケジュール： 

事業開始 6カ月以内 ベースライン調査（実施タイミング検討中） 

事業完了 3年後 事後評価 

以 上 

 

 


